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日進市指定特定相談支援事業及び指定障害児相談支援事業の実施に関す 

る要綱 

 

平成２４年 ８ 月２０日  

要 綱 第  ５９  号  

改正 平成２７年３月６日要綱第１７号   

（趣旨） 

第１条 この要綱は、日進市指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者の指定等

に関する規則（平成２４年日進市規則第１１号。以下「規則」という。）第５条の規定に基

づき、特定相談支援事業者及び障害児相談支援事業者の指定等に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、次のとおりとする。 

（１）指定基準 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２８号。以

下「計画相談支援の基準」という。）及び児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業

の人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２９号。以下「障害児相談支援

の基準」という。）をいう。 

（２）指定事業者 市町村の指定を受けた障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５１条の１７第１項に

規定する指定特定相談支援事業者（以下「特定相談支援事業者」という。）及び児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２６第１項に規定する指定障害児相談支援事

業者（以下「障害児相談支援事業者」という。）をいう。 

（３）一般相談支援事業者 法第５１条の１４第１項に規定する指定一般相談支援事業者をい

う。 

（４）居宅介護支援事業者等 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項に規定

する指定居宅介護支援事業者及び同法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援事業者

をいう。 

（５）障害福祉サービス事業者 法第２９条第２項に規定する指定障害福祉サービス事業者等、

法第７７条に規定する地域生活支援事業を実施するために市長が指定した事業者及び児童

福祉法第２１条の５の３に規定する指定障害児通所支援者等をいう。 

（６）アセスメント 計画相談支援の基準第１５条第２項第５号及び障害児相談支援の基準第

１５条第２項第５号に規定する利用者について、その心身の状況、置かれている環境及び

日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や利用者が自立した日常生活

を営むことができるよう支援する上で解決すべき課題等の把握をいう。 

（７）申請者 法第２０条第１項に規定する支給決定を受けようとする障害者又は障害児の保

護者、及び児童福祉法第２１条の５の６第１項に規定する通所給付決定を受けようとする

障害児の保護者をいう。 

（８）サービス利用支援 法第５条第２１項に規定するサービス利用支援及び児童福祉法第６

条の２第７項に規定する障害児支援利用援助をいう。 

（９）継続サービス利用支援 法第５条第２２項に規定する指定継続サービス利用支援及び児
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童福祉法第６条の２第８項に規定する継続障害児支援利用援助をいう。 

（１０）利用計画案 法第２２条第４項に規定するサービス等利用計画案及び児童福祉法第２

１条の５の７第４項に規定する障害児支援利用計画案をいう。 

（１１）サービス担当者会議 計画相談支援の基準第１５条第２項第１０号及び障害児相談支

援の基準第１５条第２項第１０号に規定するサービス担当者会議をいう。 

（１２）利用計画 法第５条第２１項に規定するサービス等利用計画及び児童福祉法第６条の

２第７項に規定する障害児支援利用計画をいう。 

（１３）障害福祉サービス等 法第５条第１項に規定する障害福祉サービス及び児童福祉法第

６条の２に規定する障害児通所支援をいう。 

（相談支援専門員の兼務） 

第３条 計画相談支援の基準第３条ただし書及び障害児相談支援の基準第３条ただし書におけ

る相談支援専門員の兼務について、業務に支障がない場合とは、次のいずれかに該当する場

合とする。 

（１）特定相談支援事業者又は障害児相談支援事業者における相談支援専門員と兼務する場合 

（２）一般相談支援事業者における相談支援専門員と兼務する場合 

（３）居宅介護支援事業者等における介護支援専門員と兼務する場合 

（４）サービス提供事業所の従事者と兼務する場合は、相談支援業務との中立性やアセスメン

トに対する異なる視点を確保するとともに、市長が別に定める人員基準を満たす場合 

 （管理者の兼務） 

第４条 計画相談支援の基準第４条ただし書及び障害児相談支援の基準第４条ただし書におけ

る管理者の兼務について、管理上支障がない場合とは、次のとおりとする。 

（１）指定事業者における管理者と兼務する場合 

（２）一般相談支援事業者における管理者と兼務する場合 

（３）居宅介護支援事業者等における管理者と兼務する場合 

（４）障害福祉サービス事業者における管理者と兼務する場合で、次のいずれの要件も満たす

とともに、市長が別に定める人員基準を満たす場合 

ア 常勤であること 

イ 兼務する業務が、同一敷地、隣接又は近接の施設内であること 

（指定の申請等） 

第５条 指定事業者の指定を希望する者が規則第２条に規定する申請を行う場合は、事業所ご

とに、次に掲げる事項を記載した書面を添えて、市長に申請するものとする。 

（１）事業所の名称及び所在地 

（２）申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所 

（３）申請に係る事業開始の予定年月日 

（４）事業所の平面図 

（５）事業所の設備備品 

（６）事業所の管理者及び相談支援専門員の氏名、経歴及び住所 

（７）運営規程 

（８）利用者からの苦情を解決するために講ずる措置の概要 

（９）申請に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

（１０）申請者の定款及びその登記簿の謄本又は条例等 
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（１１）申請に係る事業計画書及び事業の資産の状況 

（１２）その他指定に関し市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項に規定する申請があった場合は、速やかに内容を確認した後に、日進市指定

特定相談支援事業事業者指定書を通知するものとする。 

（指定の更新） 

第６条 法第５１条の２１及び児童福祉法第２４条の２９の規定に基づき指定された事業者が

６年を超えて事業を継続する場合は、市長に対し、６年が経過する月の３か月前から更新の

届出をすることができる。なお、事業を継続しない場合は、規則第３条に規定する廃止の届

出をするものとする。 

２ 前項に規定する更新の手続きは、前条に規定する申請等に準じるものとする。 

（アセスメントの実施） 

第７条 指定事業者がアセスメントを実施する場合は、原則として法第２０条第２項及び児童

福祉法第２１条の５の６第２項に規定する調査並びに法第７７条第１項第１号に規定する相

談支援事業（以下「障害程度区分調査等」）を併せて行うものとする。 

２ 市長は、前項の調査を実施するため、事業所ごとに障害程度区分調査等を委託することが

できる。 

（利用計画案作成の手続） 

第８条 市長は、サービス利用支援が必要と判断した場合は、申請者に利用計画案の提出を依

頼するものとする。 

２ 申請者は、指定事業者が作成した利用計画案を提出するとともに、計画相談支援給付費・

障害児相談支援給付費支援申請書及び計画相談支援・障害児相談支援依頼（変更）届出書を

市長に提出するものとする。ただし、法第２２条第５項及び児童福祉法第２１条の５の７第

５項に規定する場合は除く。 

 （利用計画案の作成） 

第９条 指定事業者は、申請者から利用計画案の作成を依頼された場合は、利用計画案に必要

書類を添付したものを作成し、申請者の承認を得るものとする。 

２ 障害福祉サービス事業者における従事者と相談支援専門員を兼務する者がサービス利用支

援を実施した場合は、原則として市長が指定した指定事業者が継続サービス利用支援を実施

するものとする。ただし、法第１９条第３項に規定される場合で、給付の対象となる者が遠

方に所在し、その地域の指定事業者が限られる場合等、やむを得ない場合はこの限りでない。 

（サービス担当者会議） 

第１０条 指定事業者は、申請者が法第２２条第１項及び児童福祉法第２１条の５の７第１項

の規定に基づく支給の要否の決定（以下「支給決定」という。）を受けた後、サービス担当

者会議を開催し、その記録を作成するものとする。 

２ サービス担当者会議は、前項の規定に関わらず、支給決定の前に開催したサービス担当者

会議をもって代えることができる。ただし、その場合は、指定事業者は支給決定の後にサー

ビス担当者会議の出席者に対し、支給決定等に関する事項を連絡し、その内容を記録しなけ

ればならない。 

３ 申請者が利用を希望するサービスが特定の障害福祉サービス事業者に限定される場合やや

むを得ない事由で緊急に障害福祉サービス等を利用しなければならない場合等は、関係者へ

の連絡をもって、サービス担当者会議に代えることができる。ただし、その場合は、連絡等
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の内容を記録しなければならない。 

４ 指定事業者は、サービス担当者会議の開催を経て作成された利用計画等を申請者、市長及

び福祉サービス等の担当者に交付するものとする。 

（モニタリング） 

第１１条 市長は、原則として障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「法施行規則」という。）第６条の１６

に規定する期間及び児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第１条の２の５に

規定する期間（以下「標準期間」という。）に基づき、利用計画の実施状況の把握（以下「モ

ニタリング」という。）を行う期間を決定する。 

２ 指定事業者は、前項において決定された期間に基づきモニタリングを行い、必要に応じて

利用計画の変更、障害福祉サービス事業者等との連絡調整等を行うものとし、利用計画の変

更の手続は、第８条に準じて行うものとする。 

３ 指定事業者は、前項に基づくモニタリングを実施した場合は、モニタリング報告書に必要

書類を添付したものを市長に提出するものとする。 

 （標準期間の変更） 

第１２条 市長が標準期間を変更する場合は、次のいずれにも該当する場合とする。ただし、

家族又は支援者等からの虐待の疑いがある場合等、市長が特に必要と認める場合は、この限

りでない。 

（１）障害に起因する事由で対象者の生活状況が不安定な場合 

（２）同居する家族の死亡等、対象者の生活環境に変化があった場合 

（３）サービス担当者会議における専門的な見地から、特に変更の必要があると意見を付され

た場合 

２ 前項に規定する標準期間については、サービス担当者会議の開催を経た利用計画案を勘案

し、市長が定める。 

３ 市長は、法施行規則第６条の１６ただし書に規定する期間及び児童福祉法施行規則第１条

の２の５ただし書に規定する期間は、次に掲げるところにより決定する。ただし、市長が特

に必要と認める場合はこの限りでない。 

（１）新たに支給決定された者 

ア 過去に障害福祉サービス等を利用したことがあり、特定の障害福祉サービス事業者の

みを利用する場合 １か月間 

イ 過去に障害福祉サービス等を利用したことがあり、複数の障害福祉サービス事業者を

利用する場合 ２か月間 

ウ 障害福祉サービス等を利用することが初めての場合及び特に継続的なモニタリングが

必要と認められる場合 ３か月間 

（２）支給決定の変更によりサービスの種類、内容又は量に著しく変更のあった者 

ア サービスの種類又は量のいずれかに変更があった場合 １か月間 

イ サービスの種類及び量に変更があった場合又は総合的な援助の方針が変更され、サー

ビスの種類又は量のいずれかに変更があった場合 ２か月間 

ウ 総合的な援助の方針が変更され、サービスの種類及び量に変更があった場合 

 ３か月間 

（指導監査） 
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第１３条 市長は、法第５１条の２７第２項及び児童福祉法第２４条の３４の規定に基づき、

指定事業者の指導又は監査を行うことができる。 

２ 指導又は監査の実施機関は、障害者福祉を担当する部署とする。 

３ 第１項の規定による指導又は監査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、

関係者の請求があるときは、これを提示するものとする。 

（指導監査の目的） 

第１４条 指導監査は、法令等の遵守や相談支援の趣旨等について周知徹底させるとともに、

必要に応じて、法第５１条の２７及び児童福祉法第２４条の３４に規定する報告等並びに法

第５１条の２８第２項及び児童福祉法第２４条の３５に規定する勧告、命令等を実施するこ

とを目的とする。 

（指導の方法等） 

第１５条 指導の方法は、一定の場所に、指定事業者を集めて講習をする等の方法（以下「集

団指導」という。）又は指定事業者の事業所（以下「事業所」という。）の実地において関

係書類の閲覧及び関係者を面談する方法（以下「実地指導」という。）のいずれかとする。 

２ 集団指導は、必要に応じて市内の全ての事業所を対象に実施する。 

３ 実地指導は、必要に応じて特に指導が必要と認められる事業所を対象として実施する。 

４ 実地指導の方法は、次のとおりとする。 

（１）指導の対象となる事業所を決定したときは、あらかじめ指導の日時、場所、出席者、指

導内容等を文書により通知する。 

（２）指導は、厚生労働省が定める「主眼事項及び着眼点」等を参考として指導を行う。 

（３）指導の結果、事業所において改善等を要する場合には、市長は事業所に文書によりその

旨を通知する。 

（４）指定事業者は、前号の通知を受けた場合は、改善等の対応を記載した改善報告書を市長

に提出しなければならない。 

５ 指導中に次に該当する状況を確認した場合は、指導を中止し、直ちに第１６条及び第１７

条に規定する監査を実施することができる。 

（１）著しい運営基準違反が確認され、利用者及び入所者等の生命又は身体の安全に危害を及

ぼすおそれがあると判断した場合 

（２）自立支援給付に係る費用の請求に誤りが確認され、その内容が、著しく不正な請求と認

められる場合 

（監査の実施） 

第１６条 監査は、次に掲げる情報を踏まえて、指定基準の違反等の確認について必要がある

と認める場合に行う。 

（１）通報、苦情、相談等に基づく情報 

（２）市等へ寄せられる苦情 

（３）分析の結果、特異傾向を示す指定事業者の自立支援給付の請求データ等 

（監査方法等） 

第１７条 監査の方法は、次のとおりとする。 

（１）監査対象となる事業所を決定したときは、あらかじめ監査の根拠規定、日時、場所、担

当者、準備すべき書類等を文書により通知する。 

（２）監査は、事業所に対し、報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、



70 
 

出頭を求め、又は担当職員により関係者に対して質問させ、若しくは当該事業所に立ち入

り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査することにより行う。 

（３）市長は、監査の結果、法第５１条の２８第２項及び児童福祉法第２４条の３５に規定す

る勧告（以下「勧告」という。）に至らない軽微な改善を要すると認めた場合は、事業所

に文書によりその旨を通知する。 

（４）事業所は、前号の通知を受けた場合は、改善等の対応を記載した改善報告書を提出しな

ければならない。 

２ 市長は、指定事業者において法第５１条の２８第２項各号及び児童福祉法第２４条の３５

第１項各号に定める基準違反が認められた場合には、当該指定事業者に対し、期限を定めて、

文書により基準を遵守すべきことを勧告することができる。 

３ 前項の勧告を受けた指定事業者は、期限内に勧告に係る必要な措置を定め、文書によりそ

の報告をしなければならない。 

４ 指定事業者が正当な理由がなく前項の措置を行わない場合は、市長はその勧告の内容の公

表を行うことができる。その場合は、当該指定事業者に対して、行政手続法（平成５年法律

第８８号）第１３条第１項各号の規定に基づき聴聞又は弁明の機会の付与を行わなければな

らない。ただし、同条第２項各号のいずれかに該当するときは、これらの規定は、適用しな

い。 

５ 市長は、前項に規定する聴聞又は弁明の機会の結果、正当な理由がなく第３項の措置を行

わないと判断した場合は、法第５１条の２８第４項及び児童福祉法第２４条の３５第３項に

規定する命令（以下「命令」という。）を行うことができる。 

６ 市長は、前項に規定する命令を行う場合は、当該指定事業者に対し、期限を定めて、文書

によりその命令に係る必要な措置等を通知し、かつ、その旨を公示するものとする。 

７ 前項に定める命令の通知を受けた指定事業者は、期限内に文書によりその命令に係る措置

を定め、文書により報告をしなければならない。 

 （指定の取消し等） 

第１８条 市長は、指定基準に違反する内容等が、法第５１条の２９第２項各号又は児童福祉

法第２４条の３６第１項各号のいずれかに該当する場合は、当該事業所に係る指定を取り消

し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（以下「指定の取

消し等」という。）ができる。 

２ 監査の結果、当該指定事業者が法第５１条の２９第２項各号又は児童福祉法第２４条の３

６第１項各号のいずれかに該当すると認められ、指定の取消し等を実施する必要がある場合

は、当該指定事業者に対して、行政手続法第１３条第１項各号の規定に基づき聴聞又は弁明

の機会の付与を行わなければならない。ただし、同条第２項各号のいずれかに該当するとき

は、これらの規定は適用しない。 

３ 市長は、第１項に定める指定の取消し等を行う場合は、当該事業所に対し、その指定の取

消し等の根拠等を文書により通知する。 

 （様式） 

第１９条 この要綱で定める事務手続に必要な様式は、市長が別に定める。 

（委任） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、指定特定相談支援及び指定障害児相談支援の指定等

に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則 

この要綱は、平成２４年８月２０日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則（平成２７年３月６日要綱第１７号） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 


